
いわき市下水道等施設への

ウォーターPPP導入に係る

説明資料

令和７年５月３０日
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いわき市生活環境部生活排水対策室



・本市では、令和６年度より、下水道等施設への「ウォーターPPP※」の

導入可能性について検討を開始しました。

・「ウォーターPPP」の導入検討にあたり、民間事業者様に対し、本市

の取組状況を説明するとともに、ご質問やご意見をお伺いすることで、

事業についての理解を深めていただく場として、説明会を開催するもの

です。

※ウォーターPPP(Public Private Partnership)：下水道等の分野における官民連携方式として管理・更新

などを一体的にマネジメントするもの。

〇 説明会開催の趣旨について
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１．ウォーターPPPとは

２．本市の下水道施設について

３．本市下水道事業における維持管理について

４．事業手法の検討について

５．WPPP導入検討について（下水道施設）

６．バンドリングの検討について

７．WPPP導入時期について

８．アンケート調査結果について

９．今後のスケジュール（案）について

10．参考【用語の説明】

❑ 目 次
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包括的民間委託とは

【参考資料】以下は、本市の “下水道管路施設包括的管理業務委託” の説明スライド

複数業務を複数年でまとめて一括発注するもの

包括導入によって

期待される効果

・事務負担の軽減、
・業務の効率化、
・コスト縮減、
・サービス水準の向上…

代表企業、構成員メンバー及び業務区分

注意：上記は、本市のWPPPの導入対象業務等を示すものではありません。

１．ウォーターPPPとは

参考 参考
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包括的民間委託導入による
主なメリット

事務負担の軽減、コスト縮減、
業務の効率化等が期待できる

地方公共団体のメリット民間事業者のメリット

〇サービス水準の維持・向上
・限られた執行体制及び予算で予防保
全型維持管理への移行

〇民間ノウハウの活用
・業務内容及び補修対応等の効率化、

迅速化・適正化
・技術提案等による技術力の向上

〇経営面の改善
・経費及びコストの縮減

〇事務負担の軽減
・複数年契約による契約、事務手続き
等の軽減

〇業務量及び雇用の安定確保
・複数年契約により３～５年程度の
事業量見通しの明確化

〇業務量の平準化（ワークライフバランスの改
善）

・委託期間の拡大による業務の平準化

〇事務効率化
・契約手続きに要する手間の軽減

〇自社技術の活用
・各社の新技術等を活かした事業実施

〇収益改善
・長期大口業務契約（消耗品・材料等）に

伴うコスト削減

１．ウォーターPPPとは
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出典：いわき市下水道管路施設に係る官民連携に関する説明資料（令和４年５月）
〔いわき市の下水道管路施設における包括的民間委託に係る第１回サウンディング型市場調査 説明会(R4.5.12)資料〕



備 考対象範囲包括導入年度
南部処理区H20 (2008)

R5 (2023)に
東部と統合中部処理区H21 (2009)

北部処理区H25 (2013)

本市で導入済みの
下水道の包括的民間委託

・浄化センター等運転管理業務委託
・管路施設包括的管理業務委託

浄化センター等運転管理業務委託 （事業期間：３年）

対象施設

（北・中・南部の処理区ごとに発注）

雨水ポンプ場の運転操作も含む

管 ポ 処

出典：下水道分野におけるウォーターPPP
ガイドライン 1.3版

対象施設

（南部下水道管理事務所管内で発注）管 ポ 処

出典：下水道分野におけるウォーターPPP
ガイドライン 1.3版

管路施設包括的管理業務委託 （事業期間：３年）

備 考対象範囲包括導入年度

新市街地を除く中部処理区
R6 (2024)

南部処理区

１．ウォーターPPPとは
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※イメージとしては、

〇長期の事業期間で、

〇維持管理だけでなく更新も含めた業務を、

〇 管路、処理場、ポンプ場などすべての下水道施設を念頭に、

包括的に民間委託※
を行うもの。（その他の要件も満たす必要があります）

従来の「公共施設等運営事業（コンセッション事業）：レベル4」と、
新設された「管理・更新一体マネジメント方式：レベル3.5」の総称。
詳しくは、P8-12のスライドを参照

■ウォーターPPP
(以下、WPPP)とは

管：管路
処：処理場
ポ：ポンプ場

維持管理

更新

出典：
下水道分野における
ウォーターPPPガイド
ライン 1.3版

レベル3.5 ⇒ 原則10年
レベル4 ⇒ 事業期間の設定は自由

（先行事例は20年以上が多い）

※P4,5,6のスライドを参照

出典：
下水道分野における
ウォーターPPPガイド
ライン 1.3版

１．ウォーターPPPとは
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従来の「公共施設等運営事業（コンセッション事業）」と、新設された「管理・更新一体マネジメント方式」の総称。

・ 公共施設等運営事業（コンセッション事業）［レベル4］

→自治体が施設の所有権を保有したまま、施設の運営権を民間事業者に設定する方式

・ 管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］★新設

→コンセッションに準ずる効果が期待できる官民連携方式（下記4要件を満たす民間委託）

①長期契約 ②性能発注 ③維持管理と更新一体のマネジメント ④ プロフィットシェア

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 1.3版

１．ウォーターPPPとは
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管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］
要件① 長期契約

事業期間は、原則10年間とされています。

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 1.3版

❑ WPPPレベル3.5の4要件について

１．ウォーターPPPとは
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管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］
要件② 性能発注

発注方式は、性能発注を原則とします。

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 1.3版

仕様発注と性能発注の違い

性能発注仕様発注

委託者は必要な性能（要求水準等）を示
し、それを達成するための業務の詳細な
実施方法は受託者に委ねる発注方式

業務方法等について、委託者が詳細に仕
様を規定し、受託者は規定された仕様に
従い忠実に業務を実施する発注方式

１．ウォーターPPPとは

❑ WPPPレベル3.5の4要件について
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管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］
要件③ 維持管理と更新の一体マネジメント

維持管理業務に加えて、更新計画案作成まで含む更新支援型と、

さらに改築工事までを含める更新実施型のどちらかの方式を選択することができます。

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 1.3版

１．ウォーターPPPとは

❑ WPPPレベル3.5の4要件について
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管理・更新一体マネジメント方式［レベル3.5］
要件④ プロフィットシェア

プロフィットシェアの仕組みの導入（発動は必須ではない）が必要です。

今後、仕組みの詳細（条件、配分比率など）を検討します。

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 1.3版

１．ウォーターPPPとは

❑ WPPPレベル3.5の4要件について
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本市は、14市町村の合併により誕生した市で
あり、広大な面積を持ち市街地が点在してい
ることから、現在、北部処理区、中部処理区、
南部処理区の３処理区で公共下水道の整備
を進めている。

２．本市の下水道施設について
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※面積については、表示単位で端数処理を行っているため、各処理区の
事業計画区域面積の合計が、事業計画区域全面積と一致していない。



❑管渠
令和６年３月現在の管渠の管理状況
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30年以上経過
約500km（約44％）

50年以上経過
140km（10.6％）

1973年

1993年

マンホールポンプ

項目 汚水管 雨水管 合流管 計

北部処理区 284,943m 26,414m 87,306m 398,663m

中部処理区 467,227m 107,509m 38,171m 612,907m

南部処理区 106,989m 11,606m - 118,595m

計 859,159m 145,529m 125,477m 1,130,165m
※都市下水路事業で整備し公共下水道に編入したもの（24,016m）を含む
表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の計が合計と一致しない場合がある

２．本市の下水道施設について

標準的な耐用年数とされる50年を経過する管路は
令和５年度末時点で140km、全体の10.6％から
今後急速に増加し、
20年後には約500km、約44％に達します。

14

項目 北部処理区 中部処理区 南部処理区 計

マンホールポンプ 19基 10基 4基 33基



❑ポンプ場(52施設)・処理場(３施設)
計南部処理区中部処理区北部処理区

35101312雨水

ポンプ場
（箇所）

9162汚水

835汚水雨水併設

南部処理区
南部浄化センター

中部処理区

中部浄化センター※
北部処理区

北部浄化センター

分流分流（一部合流）合流・分流排除方式

H8.4S61.11合流 S49.5
分流 H元.5供用開始

標準活性汚泥法標準活性汚泥法標準活性汚泥法水処理方式

濃縮－脱水

－燃料化
（中部浄化センターに集約）

濃縮－消化－脱水

－燃料化

濃縮－脱水

－燃料化
（中部浄化センターに集約）

汚泥処理方式

8,700 m3/日42,000 m3/日合流 10,500 m3/日
分流 29,600 m3/日

処理能力
（現有）R5年度末

※いわき市下水汚泥等利活用事業維持管理・運営業務委託契約の対象施設は、WPPPの検討対象から除く。

２．本市の下水道施設について
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❐本市下水道の整備のあゆみ

・処理場は、昭和44(1969)年の弁別
処理場(東部浄化センター)の運転開
始以降、各浄化センターが順次運転
開始

・ポンプ場は昭和38(1963)年の後宿
ポンプ場(植田第一ポンプ場)の運転
開始以降、各ポンプ場が順次運転
開始

・管路は昭和50年代から平成10年代
にかけて拡張を強化

❐本市下水道施設の維持管理の変遷

（施設系）
・処理場、ポンプ場の運転管理は当初、

直営または運転管理委託で開始

・包括的民間委託については南部浄化
センターで平成20(2008)年に導入
以降、平成25(2013)年までに各浄化
センター、ポンプ場で順次導入済み

（管路系）
・整備開始以降は洗浄や吸泥等を直営

とし、その他を委託や修繕等で対応

・包括的民間委託については、令和6
(2024)年から南部下管管内で導入

３．本市下水道事業における維持管理について

❑本市下水道事業における施設規模と維持管理体制の変遷
「整備」から「運営」へ

※北部下管：北部下水道管理事務所、南部下管：南部下水道管理事務所
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本市の公共下水道事業では、平成25（2013）年までにすべての浄化センターの
運転管理に包括的民間委託を導入するなど経営改善に向けた取組みを進めてきた。

平成31年３月には、本市下水道事業における経営基盤
の強化と財政マネジメント向上のため市下水道事業経
営戦略（以下、経営戦略）を策定。

中長期的な視点に立ち安定的な経営基盤の構築と戦略
的な事業展開を図ることとし、取組みを進めている。

こうした中、令和５年６月に、国より “汚水管の改築に係る国費支援” に関して、
WPPPの導入を決定済みであることを令和９年度以降に要件化 する方針が示された。

出典：いわき市下水道事業経営戦略（中間見直し版）令和６年３月

国の方針を契機に、本市においても現状や課題等を踏まえ、“安定的な経営基盤の
構築”や“市民サービスの維持・向上”を図る上で、今後実施すべき下水道等施設
の管理・運用・更新に係る取組みについてWPPP導入を選択肢として検討する。

内部の取組み

内部の取組み

外部（国）からの要請

本検討の目的

❑本市におけるWPPP検討背景と目的について
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３．本市下水道事業における維持管理について



② 維持管理における今後の主な課題

① 包括的民間委託の導入による主な効果
（施設系）
・ユーティリティの削減（費用の削減）
・施設管理・運転の効率化 など
（管路系）
・住民対応時間の短縮（行政サービスの向上）
・地元企業の技術力向上 など
（共通）
・維持管理体制の確保・充実 など

（内的要因）
・職員数の減少やベテラン職員の退職により

職員の技術力の維持が課題となる。

（外的要因）
・少子・高齢化や人口減少等により下水道

使用料収入の減少が懸念される。

・本市では汚水(合流)施設、雨水施設ともに
大規模な資産を有している。老朽化の進行
により、今後、維持管理や改築・更新に
多くの費用がかかると見込まれる。

・少子・高齢化等に伴う人材不足は民間企業
においても懸念される。 ゛安定的で持続可能な下水道 “

の実現を図る

これまで進めてきた包括的民間委託の
導入等により維持管理における効率性
が着実に向上している

今後本市の下水道を取り巻く事業環境は
さらに厳しさを増していく

一方で

課題

今後必要となる取組として
ヒト

カネ

モノ

ヒト

経営基盤
の安定化

効果

３．本市下水道事業における維持管理について

❑本市のこれまでの取組みの効果と課題の整理

ヒト カネモノ
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具体的な方策取組の方向性目 的

長期期間の設定
短期に比べて民間事業者による人材・設備への投資や
創意工夫の可能性が広がり、効率性の向上が期待できる。

包括業務の拡大（≒包括レベルの引き上げ）
修繕や更新関係を包括業務に追加。維持管理上の気づき
を修繕改築計画に反映し、施設管理の効率性を高める。

維持管理の取組を強化
し、施設管理の効率性
を高める

“安定的で持続可能な
下水道”の実現を図る

長期期間の設定
短期に比べて民間事業者における雇用の安定化などが
期待される。
市側にとっては長期の維持管理体制が確保される。

包括する更新業務の選択
官民連携の強化に伴い市側の技術力が重要になる。
更新工事等の業務を市側に残し市職員の技術力の維持・
向上を図る。

本市の下水道を支える
体制を構築し、将来を
担う人材を育成する

これらを踏まえ、本市では
ウォーターPPPのうち、レベル3.5 (更新支援型) の導入について検討を進めている。

本市では最短で令和９年４月からのWPPPの事業開始を検討している。
時間的な観点から、実現可能な包括レベルや類型を選択する。

実 現 性

４．事業手法の検討について

体制構築
人材育成

19

経営基盤
の安定化

❑取組みの方向性と事業手法

業務の
効率化



出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン 1.3版

マーケットサウンディング
で収集した意見等を踏まえ
て、WPPPを導入する処理
区・施設を検討
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❑ WPPP導入対象の選び方
５．WPPP導入検討について（下水道施設）



本市の下水道施設でWPPPの導入検討を進めている対象 「全処理区」・「全施設」

管：管路
処：処理場
ポ：ポンプ場

① 処理区について

② 施設について

マーケットサウンディングで収集した意見等を踏まえて、
WPPPを導入する処理区・施設の範囲を検討

全３処理区 で導入を検討

管路、処理場、ポンプ場などすべての下水道施設を念頭に、導入を検討

出典：

下水道分野におけるウォーター
PPPガイドライン 1.3版

❑本市のWPPP導入検討対象について
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５．WPPP導入検討について（下水道施設）



北部処理区

中部処理区

南部処理区

STEP② 導入対象の選定

・WPPPを導入する処理区・施設の範囲を検討
マーケットサウンディングで収集した意見等を
検討に活用

出典：
下水道分野におけるウォーターPPP
ガイドライン 1.3版

本市でのWPPP導入検討のステップ

STEP① 基本案
・レベル3.5 （更新支援型）により

・全処理区 の

・全施設 を

・まとめて一本の発注案件で

導入することを基本案とする。

（民間事業者側）
・スケールメリットが確保され、民間事業

者による創意工夫(人材・設備投資)等の
可能性の拡大

（市側）
・多岐にわたる業務を大きな規模で包括す

ることでマンパワーが確保され、緊急時
バックアップ体制が充実

など

基本案の導入で期待される主な効果

経営基盤の安定化に

向けた取り組みの強化

❑本市のWPPP導入検討対象について
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５．WPPP導入検討について（下水道施設）

下水道サービスの維持・向上への期待



処理場雨水ポンプ場管路
施設

処理区

レベル2.5レベル1ー北部

レベル2.5レベル1
ー新市街地等

中部 レベル3.5※

(更新支援型)
新市街地等

以外

レベル2.5レベル1レベル3.5※

(更新支援型)南部

②

④

①

③

① 管路施設包括的管理業務委託
（Ｒ６－Ｒ８ ３年間）

② 北部処理区浄化センター等
運転管理業務
（Ｒ７－Ｒ９ ３年間）

③ 中部処理区浄化センター等
運転管理業務
（Ｒ６－Ｒ８ ３年間）

④ 南部処理区浄化センター等
運転管理業務
（Ｒ５－Ｒ７ ３年間）

現在の包括委託の状況

※ 現契約では、維持管理に加え更新計画案作成等が含まれているため、
包括的民間委託レベルをレベル3.5（更新支援型）としている。
なお、現契約の事業期間は３年であり、レベル3.5の４要件のうち、
長期契約などの要件は不足している。

❑対象エリア・施設別の包括レベルの検討について
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５．WPPP導入検討について（下水道施設）



レベル4レベル3.5
(更新実施型)

レベル3.5
(更新支援型)レベル3レベル2.5レベル2レベル1

管轄施 設処理区
運営権、
利用料金
直接収受

更新工事更新計画案作成修繕計画案
作成・実施修繕ユーティリティ

調達・管理

水質管理,
運転操作,
保守点検

北部下管管路

北部 ※1北部下管雨水ポンプ場
※3※3北部下管処理場※2

北部下管管路(新市街地等)

中部
南部下管管路(新市街地等以外)

※1南部下管雨水ポンプ場
※3※3南部下管処理場※2

南部下管管路

南部 ※1南部下管雨水ポンプ場
※3※3南部下管処理場※2

： 包括導入済み

WPPP

※1  雨水ポンプ場の運転操作については 日中のみ包括を導入。
休日・夜間の運転操作については、包括受託者と別途契約。

※2  “処理場”には中継ポンプ、マンホールポンプを含む。

： WPPP事業開始に際し
新たに包括導入を検討

： １期目のWPPPにおける最大の導入対象(処理区・施設・業務)

更新計画案とは：受託者が作成し、管理者の確認を経て、管理者が策定する

ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画になりうるものを想定

（WPPP GL(案) 基礎編抜粋）
“修繕・改築計画策定”を包括に含む場合、レベル3.5を満足すると見なした。

※3  現行の包括では中継ポンプ、マンホールポンプにユーティリティや
修繕は含まれていない。

❑対象エリア・施設別の包括レベルの検討について
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５．WPPP導入検討について（下水道施設）

改築設計含む

改築設計含む

改築設計含む

改築設計含む



：WPPP導入を検討
 している業務

：WPPPに含める
 予定がない業務

：存在しない業務

計画策定

住民対応
・故障対応 緊急補修工事

データ管理

排水設備設計審査・検査
公共汚水桝設置工事

苦情受付

他工事等立会業務

緊急清掃

その他
課題解決等

災害対応（被害状況調査・緊急対応）

改築業務

浸水対策（基本計画策定）
不明水対策

浸水対策（基本設計）

耐震診断・設計

修繕改築計画策定（ストックマネジメント計画関連）

更新工事・耐震化工事

改築設計

緊急修繕

緊急調査
現地確認

汚泥運搬

ユーティリティ調達管理

修繕
計画的

維持管理

統括管理
一元管理

業務内容
下水道

管路 処理場※ 雨水ポンプ場

巡視・点検・調査

運転管理
運転操作

清掃

水質管理

※本資料の内容は今後の検討作業により、
修正となる可能性があります。

※処理場には、中継ポンプ場、マンホールポンプを含む

❑対象業務の検討について（案）
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５．WPPP導入検討について（下水道施設）

上記のうち太字は、レベル3.5(更新支援型)導入における基幹的な業務



※本資料の内容は想定し得る中の一例を示した
ものであり、確定事項ではありません。いわき市

A社

維持管理

C社 E社 F社 G社 H社 J社

・修繕 ・更新計画案の作成
・実施設計

・運転管理
・保守点検
・薬品等調達…

・修繕 ・更新計画案
の作成

・巡回点検
・清掃
・調査…

受託者（JV・SPCなど)
契約

処理場
ポンプ場
ﾏﾝﾎｰﾙﾎﾟﾝﾌﾟ

管路

B社 D社 K社I社

統括管理 L社
・一元的管理
・データ管理

計画修繕 維持管理 修繕 計画・設計

マーケットサウンディングで収集した意見等を踏まえて、
WPPPを導入する処理区・施設の範囲を検討

❑全施設を対象とした場合における受注体制イメージ
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５．WPPP導入検討について（下水道施設）



他 部生活環境部

施設種類事 業

下
水
道
施
設

他
分
野
連
携

※他分野連携において導入する施設については、
下水道施設で同じ種類の施設が導入されることを前提とする。

処理場

処理場

維持保全課
ポンプゲート
（２基）

農林土木課
排水機場
（１基）

管路

管路

管路

WPPPにおいては、他分野連携（バンドリング）が可能であり、農業集落排水事業、地域汚水処理事業及び
他部署所管のゲートポンプ、排水機場の運転管理業務の導入を検討対象とする。

※雨水ポンプ場の類似施設として導入を検討

下水道施設
（３処理区）

農業集落排水
（６地区）

地域汚水
（５地区）

※本資料の内容は今後の検討作業により、
修正となる可能性があります。

６．バンドリングの検討について

❑対象施設の検討について（最大規模）

ポンプ場

中継ポンプ

処理場
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地域汚水処理施設処理区域

農業集落排水施設供用区域

他部署所管施設

公共下水道　事業計画区域

６．バンドリングの検討について

❑バンドリング検討対象施設位置図
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管路延長合計約92km

６．バンドリングの検討について
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管路延長合計約64km

６．バンドリングの検討について
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請負業者主な業務内容業 務分類会計

メンテナンス業者
運転操作、点検・記録、簡易的な機器補修・水質測定、場内
外の清掃等 ※中継ポンプも含む

処理施設維持管理業務

施設
農業

集落排水
(全６地区)

メンテナンス業者災害、事故、故障等による緊急運転、緊急点検 等運転管理業務（緊急）

地元組合
施設の監視・清掃、スクリーン清掃、機器異常の目視確認・
異常臭気の確認 等

処理施設管理業務

機械設備業者処理施設設備修繕、マンホールポンプ修繕 等修繕業務

廃棄物運搬業者処理施設発生汚泥の運搬汚泥運搬業務

土木業者人孔・蓋等の補修、道路工事に伴う人孔移設工事 等補修・移設工事
管路

土木業者個人等からの申請による汚水桝設置工事公共汚水桝設置工事

メンテナンス業者
運転操作、点検・記録、簡易的な機器補修・水質測定、場内
外の清掃等

運転管理業務

施設
地域汚水

(全５地区)

メンテナンス業者災害、事故、故障等による緊急運転、緊急点検 等運転管理業務（緊急）

機械設備業者処理施設設備修繕修繕業務

廃棄物運搬業者処理施設発生汚泥の運搬汚泥運搬業務

土木業者人孔・蓋等の補修、道路工事に伴う人孔移設工事 等補修・移設工事
管路

土木業者個人等からの申請による汚水桝設置工事公共汚水桝設置工事

管路包括導入済
（渡辺・遠野地区）

※本資料の内容は今後の検討作業により、
修正となる可能性があります。

管路包括導入済
（石森地区除く）

６．バンドリングの検討について

❑農業集落排水、地域汚水の業務内容
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農林土木課（排水機場）維持保全課（ポンプゲート）下水道（雨水ポンプ場）

横軸斜流ポンプゲート縦軸斜流が主

その他に横軸斜流、水中ポンプ、

スクリューポンプ 等

ポンプ形式

１施設（中塩排水機場）２施設（金子沢、渋井川）43施設対象施設数

土地改良区民間事業者（予定）民間事業者操作委託者

2人/施設2人/施設2人/施設操作従事人数

手動運転自動運転、遠隔手動運転自動運転、手動運転運転形式

気象警報等の発令又は、管理責任

者の判断により、排水機場での待

機（監視）。所定の操作条件によ

り運転操作を行う。

所定の河川水位超過により、河川

課執務室での待機（監視）。自動

運転状況の確認、緊急時の遠隔手

動運転等の対応を行う。

監視システム、気象情報、降雨状

況等により判断し、ポンプ場での

待機（監視）。所定の操作条件に

より、運転操作を行う。

運転業務内容

定期点検（1回/月）

電気設備点検（1回/2月）

臨時点検（台風接近前）

メーカーによる点検（1回/年）

簡易点検（1回/月）

受変電設備法定点検（1回/月）

台風シーズン前点検

メーカーによる点検（1回/年）

巡回点検（2回/月）
点検頻度

※本資料の内容は今後の検討作業により、
修正となる可能性があります。

６．バンドリングの検討について

❑各管理者における雨水ポンプの運転管理について
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農林土木課（排水機場）維持保全課（ポンプゲート）下水道（雨水ポンプ）

気象情報、リスクスケール、
降雨状況等による判断

所定の操作条件
を満たした場合

業務終了

待機（監視）

※自動運転施設についても、雨水ポンプ場での
待機監視を行う。

所定の操作
条件を満たさず、
更なる降雨の
見込み無し

河川が所定の水位を超過

監視カメラ、水位計による監視

ポンプゲート
自動運転開始

現地確認

※自動運転しない場合、遠隔手動で運転
開始
市役所の停電等により、操作不可の
場合は、現地操作盤にて運転開始

ポンプゲート
自動停止

河川が所定の
水位以下

ポンプゲート停止後、
安全が確保できる状況

業務終了

更なる降雨の
見込み無し

所定の操作条件から外れ
更なる降雨の見込み無し

大雨注意報・警報等の発令
運転責任者の判断

内水位＜外水位
湛水排除水位基準を超過

業務終了

待機（監視）

操作条件を
満たさず、
更なる降雨の
見込み無し

操作条件から外れ更なる
降雨の見込み無し

業務終了

※水門管理者等との連絡調整を含む。 ※小川江筋及び水門管理者等との連絡調整を含む。

※本資料の内容は今後の検討作業により、
修正となる可能性があります。

６．バンドリングの検討について

❑各管理者における雨水ポンプの運転管理について

監視システム、気象情報、降雨状況の監視

雨水ポンプ場へ入場

ポンプ運転開始

河川水位の監視

維持保全課
執務室へ参集

ポンプ運転停止

気象情報、降雨状況の監視

排水機場へ入場

ポンプ運転開始

ポンプ運転停止
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：導入を検討している業務

：含める予定がない業務

：存在しない業務

計画策定
その他

課題解決等

緊急補修工事
他工事等立会業務

災害対応（被害状況調査・緊急対応）

修繕改築計画策定（ストックマネジメント計画関連）

緊急清掃

公共汚水桝設置工事

住民対応
・故障対応

苦情受付

排水設備設計審査・検査

緊急修繕

緊急調査
現地確認

修繕
清掃

巡視・点検・調査

統括管理
一元管理

データ管理

運転管理
運転操作

水質管理
ユーティリティ調達管理

汚泥運搬

計画的
維持管理

業務内容
農業集落排水 地域汚水処理 他部署施設

管路 処理場※ 管路 処理場 ポンプゲート 排水機場

※本資料の内容は今後の検討作業により、
修正となる可能性があります。

※農業集落排水施設の処理場には、マンホールポンプ等を含む

６．バンドリングの検討について

❑対象業務の検討について（案）
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※本資料の内容は想定し得る中の一例を示した
ものであり、確定事項ではありません。

〔参図〕 最短（R9年度）でのWPPP導入を想定したスケジュールの一例（対象：下水道施設）

施設 処理区 詳細 管轄 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

北部 北下管

新市街地 北下管

新市街地
以外

南下管

南部 南下管

北部 北部 北下管

中部 中部 南下管

南部 南部 南下管

処理場
・

ポンプ場

管路施設 中部

R6～R8

R4～R6

R5～R7

R6～R8

（R8～R10）

R9～R18

R9～R18

（R9～R11）

R9～R18

R10～R18

R9～R18

R11～R18

R6～R8 R9～R18

R9～R18（R9～R11）

（R9～R11）

（R9～R11）

R7～R9 （R10～R12）

（R9～R11）

契約済み

次期契約期間（予定）

当初の計画

R9-R18における
10年の期間を想定

全処理区・全施設で一つの発注案
件となる場合、既契約の関係で処
理区の業務開始時期が遅れる

凡例

７．WPPP導入時期について

❑導入時期 ⇒ 最短でR9.4.1の事業開始を想定
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〔参図〕 最短（R9年度）でのWPPP導入を想定したスケジュールの一例（対象：他分野施設含む）

※本資料の内容は想定し得る中の一例を示した
ものであり、確定事項ではありません。

７．WPPP導入時期について

❑導入時期 ⇒ 最短でR9.4.1の事業開始を想定
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施設 処理区 詳細 管轄 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17 R18

管路
処理場

ポンプ場

北部
中部
南部

北下管
南下管

北下管

南下管

北下管

南下管

北下管

南下管

北下管

南下管

河
川

ポンプ
設備

河川課

農
業
水
利

排水機場
農林

土木課

事業等

下
水
道

他
分
野
施
設

好間地区

中塩地区

地
域
汚
水

管路施設
石森

勿来白米、南台、
草木台、洋向台

処理場
・

ポンプ場

石森

勿来白米、南台、
草木台、洋向台

農
業
集
落
排
水

下小川、戸田、
永井、三阪

渡辺、遠野
管路施設

処理場
・

ポンプ場

下小川、戸田、
永井、三阪

渡辺、遠野

R9～R18

R6

R6

R6

R6R6

R6

R6R6

R6R6

R6R6

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R7

R9～R18

R9～R18

R9～R18

R9～R18

R9～R18

R9～R18

R9～R18

R9～R18

R9～R18

R6 R7 R9～R18

契約済み

次期契約期間（予定）

当初の計画

R9-R18における
10年の期間を想定

バンドリングにより、下水
道施設と一体的な包括委託
の可能性を検討

凡例


